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関係法令抜粋 

（介護老人保健施設等に係る未利用国有地の貸付の対象施設の見直し） 

〇財政法（昭和二十二年法律第三十四号） 

第九条 国の財産は、法律に基く場合を除く外、これを交換しその他支払手段

として使用し、又は 適正な対価なくしてこれを譲渡し若しくは貸し付けては

ならない。 

２ （略） 

○国有財産特別措置法（昭和二十七年法律第二百十九号）

（減額譲渡又は貸付） 

第三条 普通財産は、次の各号に掲げる場合においては、当該各号の地方公共

団体又は法人に対し、時価からその五割以内を減額した対価で譲渡し、又は

貸し付けることができる。 

一 地方公共団体において次に掲げる施設の用に供するとき。 

イ （略）

ロ 社会福祉法第二条 に規定する社会福祉事業の用に供する施設（以下

「社会福祉事業施設」という。） 

ハ～ワ （略）

二、三 （略） 

四 学校法人、社会福祉法人、更生保護法人又は日本赤十字社において学校

施設、社会福祉事業施設、更生保護事業施設又は日本赤十字社の業務の用

に供する施設の用に供するとき。 

２ 前項第四号の場合においては、学校法人にあつては私立学校法第五十九条 

の規定により助成を行うことができる場合、社会福祉法人にあつては社会福

祉法第五十八条第一項の規定により助成を行うことができる場合又は生活保

護法第七十四条第一項、児童福祉法第五十六条の二第一項若しくは老人福祉

法第二十四条第二項の規定により補助を行うことができる場合、更生保護法

人にあつては更生保護事業法第五十八条の規定により補助を行うことができ

る場合、日本赤十字社にあつては日本赤十字社法（昭和二十七年法律第三百

五号）第三十九条第一項の規定により助成を行うことができる場合に限り、

前項の規定を適用する。 
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○社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号） 

（定義） 

第二条 この法律において「社会福祉事業」とは、第一種社会福祉事業及び第

二種社会福祉事業をいう。 

２ 次に掲げる事業を第一種社会福祉事業とする。 

 一～七 （略） 

３ 次に掲げる事業を第二種社会福祉事業とする。 

 一～三 （略） 

四 老人福祉法に規定する老人居宅介護等事業、老人デイサービス事業、老

人短期入所事業、小規模多機能型居宅介護事業、認知症対応型老人共同生

活援助事業又は複合型サービス福祉事業及び同法に規定する老人デイサー

ビスセンター、老人短期入所施設、老人福祉センター又は老人介護支援セ

ンターを経営する事業 

五～九 （略） 

十 生計困難者に対して、無料又は低額な費用で 介護保険法（平成九年法

律第百二十三号）に規定する介護老人保健施設又は介護医療院を利用させ

る事業 

 十一～十三 （略） 

４ （略） 

 

 

○老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号） 

（定義） 

第五条の二 この法律において、「老人居宅生活支援事業」とは、老人居宅介

護等事業、老人デイサービス事業、老人短期入所事業、小規模多機能型居宅

介護事業、認知症対応型老人共同生活援助事業及び複合型サービス福祉事業

をいう。 

２～６ （略） 

７ この法律において、「複合型サービス福祉事業」とは、第十条の四第一項

第六号の措置に係る者又は 介護保険法 の規定による複合型サービス（訪問

介護、通所介護、短期入所生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、

夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護又は小規

模多機能型居宅介護（以下「訪問介護等」という。）を含むものに限る。）に

係る地域密着型介護サービス費の支給に係る者その他の政令で定める者につ

き、同法 に規定する訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテー

ション、居宅療養管理指導、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所

生活介護、短期入所療養介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対

応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護又は小規模多機

能型居宅介護を二種類以上組み合わせることにより提供されるサービスのう

ち、当該訪問看護及び小規模多機能型居宅介護の組合せその他の居宅要介護

者について一体的に提供されることが特に効果的かつ効率的なサービスの組
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合せにより提供されるサービスとして厚生労働省令で定めるものを供与する

事業をいう。 

 

○老人福祉法施行規則（昭和三十八年厚生省令第二十八号） 

（法第五条の二第七項の厚生労働省令で定めるサービス） 

第一条の六の二 法第五条の二第七項 の厚生労働省令で定めるサービスは、訪

問看護及び小規模多機能型居宅介護の組合せにより提供されるサービス（介

護保険法施行規則第十七条の十二 に規定する看護小規模多機能型居宅介護を

いう。）のうち小規模多機能型居宅介護に係るものとする。 

 

 

 

（参考）看護小規模多機能型居宅介護 

 

○介護保険法（平成九年法律第百二十三号） 

第八条 この法律において「居宅サービス」とは、訪問介護、訪問入浴介護、

訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所介護、通所リ

ハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者

生活介護、福祉用具貸与及び特定福祉用具販売をいい、「居宅サービス事

業」とは、居宅サービスを行う事業をいう。 

２～２２ （略） 

２３ この法律において「複合型サービス」とは、居宅要介護者について、訪

問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理

指導、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療

養介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密

着型通所介護、認知症対応型通所介護又は小規模多機能型居宅介護を二種類

以上組み合わせることにより提供されるサービスのうち、訪問看護及び小規

模多機能型居宅介護の組合せその他の居宅要介護者について一体的に提供さ

れることが特に効果的かつ効率的なサービスの組合せにより提供されるサー

ビスとして厚生労働省令で定めるものをいう。 

２４～２９ （略） 

 

○介護保険法施行規則 （平成十一年厚生省令第三十六号） 

（法第八条第二十三項の厚生労働省令で定めるサービス） 

第十七条の十二 法第八条第二十三項の厚生労働省令で定めるサービスは、訪

問看護及び小規模多機能型居宅介護の組合せにより提供されるサービス（以

下「看護小規模多機能型居宅介護」という。）とする。 
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【１
．
提
案
の
概
要
】

○
住
所
地
特
例
の
対
象
外
とさ
れ
てい
る
施
設
の
うち
、特

例
対
象
施
設
の
同
一
市
町
村
にあ
る認

知
症
Ｇ
Ｈ
を
特
例
の
対
象
とす
る
こと
。

【 ２
．
厚
生
労
働
省
か
らの
一
次
回
答
】

○
地
域
密
着
型
サ
ー
ビス
は
身
近
な
市
町
村
の
単
位
で
サ
ー
ビス
の
運
営
を行

うこ
とを
基
本
とし
てお
り、
認
知
症
Ｇ
Ｈ
も
その
性
質
に鑑

み
、

地
域
密
着
型
サ
ー
ビス
の
一
つ
とし
て
位
置
づ
け
て
い
る。

○
した
が
って
、認

知
症
Ｇ
Ｈ
を住

所
地
特
例
の
対
象
とし
て
、市

町
村
域
を越

え
た
利
用
を前

提
とし
たサ
ー
ビス
と位

置
づ
け
るこ
とに
つ
い

て
は
困
難
。

【３
．
一
次
回
答
を踏

まえ
た
提
案
団
体
等
か
らの
見
解
】

○
提
案
町
の
実
態
とし
て
、認

知
症
Ｇ
Ｈ
は
特
例
対
象
施
設
の
機
能
を補

完
して
お
り、
在
宅
復
帰
して
い
な
い
に
もか
か
わ
らず
特
例
が
継

続
で
き
な
い
の
は
不
合
理
で
あ
り、
認
知
症
Ｇ
Ｈ
所
在
地
の
市
町
村
が
費
用
を負

担
す
るこ
とは
市
町
村
間
の
公
平
性
を欠

く。
（
な
お
、

認
知
症
Ｇ
Ｈ
か
ら特

例
対
象
施
設
に入

所
した
場
合
の
費
用
に
つ
い
て
も、
引
き続

き認
知
症
Ｇ
Ｈ
所
在
地
の
市
町
村
が
負
担
す
る
こと

に
な
る
。）

○
区
域
外
指
定
に
お
け
る
市
町
村
間
の
同
意
につ
い
て
は
、市

町
村
に
よっ
て
考
え
方
が
異
な
る
ため
、実

態
とし
ては
同
意
が
成
立
しな
い
と

い
う支

障
が
発
生
して
い
る
。

○
全
国
市
長
会
、全

国
町
村
会
とも
に
提
案
に
対
して
賛
同
す
る意

見
で
あ
った
こと
を踏

まえ
、個

別
の
市
町
村
の
問
題
とし
て取

り扱
うの

で
な
く、
提
案
内
容
に立

ち入
って
検
討
す
るべ
きで
は
な
い
か
。

○
認
知
症
状
が
徐
々
に
進
行
し、
その
進
行
に
伴
い
要
介
護
度
が
重
度
化
す
る過

程
で
、認

知
症
Ｇ
Ｈ
を経

由
す
ると
、そ
の
後
の
費
用
は

認
知
症
Ｇ
Ｈ
所
在
市
町
村
が
負
担
す
るこ
とに
な
ると
、介

護
保
険
施
設
等
が
多
く所
在
す
る市

町
村
の
費
用
負
担
を軽

減
す
るこ
とを
目

的
に
設
け
た
住
所
地
特
例
の
趣
旨
に
反
す
るこ
とに
な
るの
で
は
な
い
か
。

○
上
記
の
とお
り、
特
例
対
象
施
設
か
ら認

知
症
Ｇ
Ｈ
を経

由
して
特
例
対
象
施
設
へ
順
次
住
所
を移

した
場
合
を想

定
して
、特

例
対

象
施
設
か
ら認

知
症
Ｇ
Ｈ
へ
移
った
場
合
に限

って
、検

討
す
るこ
とは
可
能
で
は
な
い
か
。

介
護
保
険
に
お
け
る
施
設
移
転
に
係
る
住
所
地
特
例
の
見
直
し

1

こ
れ
ま
で
の
主
な
経
緯

提
案
募
集
検
討
専
門
部
会
か
ら
の
主
な
再
検
討
の
視
点
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○
介
護
保
険
制
度
にお
い
ては
、地

域
保
険
の
考
え
方
か
ら、
住
民
票
の
あ
る市

町
村
が
保
険
者
とな
り、
介
護
保
険
サ
ー
ビス
の
提
供
を行

うこ
とが
基
本
。

○
一
方
で
、特

別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
等
の
大
規
模
施
設
に
つ
い
て
は
、や
む
を得

ず
他
市
町
村
の
施
設
に
入
所
し、
住
民
票
を
併
せ
て施

設
に
移
す
ケ
ー
ス
が
あ
り、
住
所
地
特
例
は
、こ
の
よう
な
場
合
に
市
町
村
間
の
給
付
費
負
担
の
調
整
を行

う特
例
とし
て
設
け
てい
る。

○
地
域
密
着
型
サ
ー
ビス
は
、高

齢
者
が
住
み
慣
れ
た
地
域
で
生
活
す
る
こと
を支

え
るた
め
、地

域
の
特
性
に
応
じた
多
様
で
柔
軟
な
サ
ー

ビ ス
提
供
が
可
能
とな
るよ
う創

設
され
た
サ
ー
ビス
で
あ
る
。

○
この
た
め
、身

近
な
市
町
村
の
単
位
で
提
供
され
るこ
とが
適
当
な
サ
ー
ビス
で
あ
り、
原
則
とし
て
市
町
村
の
住
民
の
み
が
利
用
で
きる
もの

と し
て
構
成
。

○
特
例
対
象
施
設
を退

所
後
、利

用
者
は
、

○
・
元
の
市
町
村
に
あ
る
自
宅
等
に
住
所
を戻

し、
長
年
住
み
慣
れ
た
元
の
地
域
で
サ
ー
ビス
を受

け
るこ
とが
可
能
で
あ
る
にも
か
か
わ
らず
、

○
・
現
在
の
住
所
地
で
な
じみ
の
関
係
もで
き、
現
住
所
地
で
の
サ
ー
ビス
を
受
け
る
こと
を判

断
した
の
で
あ
るか
ら、

○
元
の
市
町
村
が
引
き続

き費
用
負
担
を負

う理
屈
は
な
い
と考
え
られ
る
。

○
ま
た
、地

域
密
着
型
サ
ー
ビス
の
利
用
者
の
自
治
体
を超

え
た転

居
（
元
の
市
町
村
か
ら認

知
症
Ｇ
Ｈ
所
在
地
の
市
町
村
に
転
居
）
の

場
合
との
整
合
性
を図

る
必
要
もあ
る。

○
住
所
地
特
例
は
市
町
村
間
の
負
担
調
整
とい
う性

格
上
、要

望
団
体
以
外
の
市
町
村
か
らの
異
論
が
出
るこ
とも
想
定
され
、一

定
の

線
引
き
が
必
要
。現

行
で
は
、地

域
密
着
型
サ
ー
ビス
の
趣
旨
に照

らし
て、
特
例
の
対
象
外
とし
て
い
る。

○
区
域
外
指
定
制
度
に
つ
い
て
は
、新

しく
広
域
的
に
市
町
村
間
で
認
知
症
Ｇ
Ｈ
の
設
置
・整
理
を融

通
し合

う際
に
、あ
らか
じめ
同
意
を

とっ
て
お
くこ
と等

に
よ
り、
住
所
地
特
例
の
見
直
しに
よら
ず
、こ
の
よう
な
費
用
負
担
の
問
題
を避

け
られ
る
効
果
は
あ
る。

○
な
お
、区

域
外
指
定
制
度
の
活
用
に
つ
い
て
は
、平

成
30
年
３
月
６
日
の
全
国
介
護
保
険
・高
齢
者
保
健
福
祉
担
当
課
長
会
議
にお

い
て
、市

町
村
間
の
同
意
に係

る方
針
事
例
を周

知
して
い
る。

介
護
保
険
に
お
け
る
施
設
移
転
に
係
る
住
所
地
特
例
の
見
直
し

2

厚
生
労
働
省
とし
て
の
考
え
方
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